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１ 対象となる方 

（１） 条件 

 以下を全て満たす方が対象となります。 

 京都府に住所を有している。 

 Ｂ型肝炎ウイルス・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変と診断されている 

 世帯年収約３７０万円未満（詳細は以下（２）のとおり） 

 研究班への臨床情報提供に同意 

 

（２） 年齢区分と適用される階層区分 

年齢区分 階層区分 

７０歳未満 医療保険者が発行する限度額適用認定証又は限度額

適用・標準負担額減額認定証の所得額の適用区分がエ

又はオに該当する者 

７０歳以上７５歳未満 

（※１） 

医療保険者が発行する高齢受給者証の一部負担金の

割合が２割とされている者 

７５歳以上（※２） 後期高齢者医療被保険者証の一部負担金の割合が１

割又は２割とされている者 

※１ 平成 26 年 3月 31日以前に 70歳に達している１割負担の者は、医療保険者が発行す

る高齢受給者証の一部負担金の割合が２割とされているものと読み替えます。 

※２ ６５歳以上７５歳未満であって後期高齢者医療制度に加入している者のうち、後期高

齢者医療被保険者証の一部負担金の割合が１割又は２割とされている者を含みます。 

 

肝がん・重度肝硬変とは… 

 肝がん及び重度肝硬変は、慢性肝炎、肝硬変（代償性肝硬変）を経て進行してい

く一連の病態の最終段階とされ、その多くは肝炎ウイルス（Ｂ型肝炎ウイルス、

Ｃ型肝炎ウイルス）が原因です。 

 肝がんは再発率が高く、長期的に治療を繰り返すことが多く、重度肝硬変では、

肝性脳症、食道・胃静脈瘤、特発性細菌性腹膜炎等の合併症の治療を繰り返すこ

とがあります。 
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２ 助成の対象となる医療 

 

 

  

※肝がん・重度肝硬変と無関係な疾患（例：骨折、肺炎 等）に対する医療や保険診療外の

医療は助成の対象外となります。 
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３ 医療費の自己負担額 

 肝がん・重度肝硬変の入院治療又は肝がんの通院治療（※１）に係る医療費が助成

対象となる月を含み過去１年間で３月以上高額療養費算定基準額を超えた場合（※

２）に、高額療養費算定基準額を超えた３月目以降（※３）の医療費について、患

者の自己負担額が１万円となるよう助成します。 

※１ 通院治療は、「分子標的薬を用いた化学療法」、「肝動注化学療法」又は「粒子線治療」に係

るものに限ります。 

※２ 高療該当入院関係医療、高療該当外来関係医療又は高療該当合算関係医療のいずれかの医療

を受けた月が３月以上の場合をいいます。 

※３ 助成月である３月目以降は、指定医療機関において医療を受ける必要があります。 

【助成制度のイメージ】 

  

  

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 助成期間 

 有効期間は原則として、窓口で書類が受理された月の初日から１年間とします。 

 引き続き対象者の要件を満たす場合、更新の手続きを行うことができます。 
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５ 参加者証交付申請の手続き 

（１）申請時に必要な書類 

年齢と所得区分によって異なります。 

 限度額適用認定証等の発行については、加入する医療保険（全国健康保険協会、

国民健康保険（市町村や各種組合）、後期高齢者医療広域連合等）にお問い合わ

せ下さい。 

 申請時点で、申請月を含む過去12月以内に肝がん・重度肝硬変入院関係医療

又は肝がん外来関係医療（自己負担額が高額療養費算定基準額を超えるものに限

る。）を受けた月数が既に２月以上あることが必要です。 

①７０歳未満の方 

 限度額適用認定証等の区分：ア～ウの方→本事業の対象外となります。 

エ・オの方→本事業の対象となります。 

□ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（★） 

□ 臨床調査個人票及び同意書（★） 

□ 本人の医療保険の被保険者証の写し 

□ 限度額適用認定証等の写し 

□ 本人の住民票（抄本）の写し（※１） 

□ 医療記録票の写し等（※３）（※４）（★） 

□ 
肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の交付を受けている場合は、肝炎自己負担上
限額管理表の写し 

 

②７０歳以上７５歳未満の方 

 高齢受給者証の一部負担金の割合：３割の方→本事業の対象外となります。 

２割の方→本事業の対象となります。 

さらに限度額適用認定証等の提示の有無で分かれます。 

限度額適用認定証等をお持ちでない場合（一般区分（Ⅲ）） 

□ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（★） 

□ 臨床調査個人票及び同意書（★） 

□ 本人の医療保険の被保険者証の写し 

□ 本人の高齢受給者証の写し 

□ 本人及び世帯全員の住民税課税証明書類（※２） 

□ 本人及び世帯全員の住民票（謄本）の写し（※１） 

□ 医療記録票の写し等（※３）（※４）（★） 

□ 
肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の交付を受けている場合は、肝炎自己負担上
限額管理表の写し 
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限度額適用認定証等をお持ちの場合（低所得区分Ⅰ、Ⅱ） 

□ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（★） 

□ 臨床調査個人票及び同意書（★） 

□ 本人の医療保険の被保険者証の写し 

□ 本人の高齢受給者証の写し 

□ 限度額適用認定証等の写し 

□ 本人の住民票（抄本）の写し（※１） 

□ 医療記録票の写し等（※３）（※４）（★） 

□ 
肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の交付を受けている場合は、肝炎自己負担上
限額管理表の写し 

 

③７５歳以上の方 

 被保険者証の一部負担金の割合：３割の方→本事業の対象外となります。 

１割又は２割の方→本事業の対象となります。 

さらに限度額適用認定証等の提示の有無で分かれます。 

限度額適用認定証等をお持ちでない場合（一般区分（1割、2割）（Ⅲ）） 

□ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（★） 

□ 臨床調査個人票及び同意書（★） 

□ 本人の後期高齢者医療被保険者証の写し 

□ 本人及び世帯全員の住民税課税証明書類（※２） 

□ 本人及び世帯全員の住民票（謄本）の写し（※１） 

□ 医療記録票の写し等（※３）（※４）（★） 

□ 
肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の交付を受けている場合は、肝炎自己負担上
限額管理表の写し 

 

限度額適用認定証等をお持ちの場合（低所得区分Ⅰ、Ⅱ） 

□ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証交付申請書（★） 

□ 臨床調査個人票及び同意書（★） 

□ 本人の後期高齢者医療被保険者証の写し 

□ 限度額適用認定証等の写し 

□ 本人の住民票（抄本）の写し（※１） 

□ 医療記録票の写し等（※３）（※４）（★） 

□ 
肝炎核酸アナログ製剤治療受給者証の交付を受けている場合は、肝炎自己負担上
限額管理表の写し 

 

（★）の様式は、京都府のホームページ、保健所等、各指定医療機関において提供してい

ますのでご利用ください。 

 

※１ 住民票の写しは、発行から３か月以内のものを提出してください。 
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※２ 市町村民税課税証明書は直近年度の全項目のものを取得してください。また、各市

町村が発行する市町村民税の決定通知書の写しでも代用できます。なお、義務教育終了

前の者の課税証明書は省略できます。 

※３ 指定医療機関以外の保健医療機関や保険薬局を受診等した場合は、別記第３－２号

様式に領収証及び診療明細書その他記載の事項の確認できる書類を添えてください。 

※４ 医療記録票は、申請月を含む過去１２月以内に肝がん・重度肝硬変入院関係医療

又は肝がん外来関係医療（一部負担額が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）

を受けた月数が既に２月以上あることを確認してください。 

 

（２）申請窓口 

お住まいの地域の保健所、京都市各区・支所の健康長寿推進課又は京都府健康対策課 

 

６ 申請に当たっての注意点 

 医療費助成は、原則として保健所等が書類を受理した月の初日から開始となります。 

 郵便による提出も可能ですが、必要な書類は必ず添付してください。 

 提出いただいた申請の結果は、窓口に書類を提出してから概ね２か月程度で申請者

あて連絡させていただきます。 

 申請いただいても必ず承認されるものではありませんので、あらかじめご了解くだ

さい。 

 提出された臨床調査個人票の内容に不備又は確認事項が認められた場合には保留扱

いとし、主治医に内容又は所見の照会を行う場合があります。（保留とする場合には、

申請者にもその旨を連絡いたします。）この場合は、主治医から回答をいただくまで

相当日数を要することがありますので、あらかじめご了承ください。 

 

７ 参加者証が交付されるまでの間に支払った医療費について 

 参加者証が届くまで申請から約２か月程度かかります。 

 参加者証が届くまでの間に助成対象となる医療費を医療機関に支払った場合には、

申請により京都府から返金します。 

 申請方法等については、参加者証交付時に同封する書類によりお知らせします。 

（償還払いとなる月に受診した全ての医療機関の領収書と診療明細書が手続きに必

要となりますので、お手元で保管しておいてください。） 
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